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「個別職業紹介とサポートによる援助付き雇用プログラム（
： ）」の考え方を取り入れた訪問型個別就労支援の実践を通して，就労支援と

の関係を明らかにすることである。
精神障害者地域活動支援センターの利用者73人に対して， 1（就労準備）， 2（求職活動），
3（フォローアップ）， 4（保留・終了）という就労支援のターニングポイントを設け，「
-36 2日本語版（振り返り期間が１カ月間）」による の変化を測定した。調査期間は，
2006年４月から2008年３月までの２年間である。分析は， -36 2の36項目の設問に０～100
点をスコアリングし，「国民標準値（ ）」と比較した。また， -
36 2の下位尺度に重みづけをしたあと，「身体的健康度をあらわすサマリースコア（

）」と「精神的健康をあらわすサマリースコア（
）」の変化を探った。さらに，各ステージの特性値に対する因子の影響を

知るため，反復測定による一元配置分散分析および多重比較を行った。
1（就労準備）の （－3.6）， （－4.0）は，ともに を下回り，就労を目指す

段階では は低下していた。しかし， 2（求職活動）では， 1を上回り， 3（フォロー
アップ）になると， （0.8）， （3.5）は を上回るほど高い数値を示していた。
さらに， 3（３カ月）では， （4.3）は を大きく上回り，身体的健康度が高くなっ
ていた。しかし， 3（６カ月）を過ぎるころから， （3.7）， （2.3）の低下が始まり，
3（18カ月）になると， （－1.3） （－0.1）は を下回っていた。つまり，各ス
テージにより利用者の に変化が見られた。また，反復測定による一元配置分散分析およ
び多重比較を行ったところ，① 1と 3，② 1と 3（３カ月），③ 1と 3（６カ月），④ 2と
3，⑤ 2と 3（６カ月）の群間で有意差を確認することができた（Ｆ値6.425，ｐ＜0.000）。
就労支援を始めて18カ月当たりに就労継続を図るためのターニングポイントがあった。

精神障害者，就労支援， -36 2， ，地域活動支援センター

Ⅰ

就労支援の方法について先行する米国では，
重症の精神障害者を対象にした「個別職業紹介
とサポートによる援助付き雇用プログラム」が
開発されている。これは，1990年代前半に発表

された個別就労支援モデルであり，10件以上の
無作為化比較試験（

）に基づく介入評価研究を経て，科学的
証拠に基づく実践（ -

）として，就労定着率の向上や就労継続
期間の増加などが実証されている。その特徴は，
「 - （就労してからそこで必要なスキ
ルの訓練）」モデルを基本とした「援助付き雇
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用」の延長上に位置づけられ，利用者の職業準
備性を高めて就労するのではなく，仕事に必要
なスキルは就業したあとに行うという点である。
その プログラムを実践する臨床チームに
ついて ら1)は，「第１に，就労支援専門
家は，特定の精神保健チームに所属しているの
ではなく，複数の治療チームに加わっている。
また，治療的なサービスそのものには携わらず，
一時的な危機が生じた場合でも関与しない。第
２に，臨床チームは，1名の コーディネー
ター（スーパーバイザー）と２名以上の就労支
援専門家が配置されている。就労支援専門家は，
援助チームのすべての会合に参加し，意思決定
に関与する対等なメンバーとして加わる。就労
に関連するサービスのみを提供し，ケースマネ
ジメントやデイケアに携わる支援者の役割を果
たすことはない。また， コーディネーター
は，就労支援専門家と定例ミーティングを開き，
援助付き雇用をスーパーバイズ（監督）して，
を実施できる環境を整える。第３に，就労

支援専門家は，クライエントと面接し，仕事を
探し，それに就いて仕事を維持できるようクラ
イエントや事業主を支援する。また，活動のた
めには，精神保健機関の事務所を回り，就労過
程のあらゆる側面に関与する」と述べている。
わが国では， - モデルの先行研究

として，国立精神・神経センター国府台病院内
に ユニットを編成し， による プ
ログラムの実践が試みられている。しかし，地
方小都市で プログラムの導入を考えると
の基準を満たすほどの臨床チームを編成す

ることは困難である。とはいえ， プログラ
ムの考え方を参考にしながら，医療関係と福祉
関係，雇用関係をまたぐ就労支援ができるよう
になれば，一般就労に移行するための支援方法
が見出せるのではないかと考える。そこで本研
究では， プログラムには を意識した
視点はないが，地方小都市にある精神障害者地
域活動支援センターに プログラムの考え
方を取り入れた訪問型個別就労支援チームを編
成し，就労支援と の関係を明らかにする
ことを目的とする。

Ⅱ

Ｐ県Ｑ市は，県の南西部に位置し，県都から
直線距離で約70㎞， で約１時間20分の距離
にある。入り江と半島が複雑に交錯した典型的
なリアス式海岸で，養殖・漁業，柑橘栽培およ
び観光のまちである。近年は不況により産業が
停滞ぎみで求人倍率は0.6と低い。Ｑ市の人口
は７万人弱，県南部の中心地である。Ｑ市を中
心とした保健福祉圏域の１市３町（13万人弱）
には，同じ法人が設置運営している精神科病院
１所，精神科診療所２所，地域生活支援セン
ター１所，生活訓練施設１所，グループホーム
２所がある。そのほかに，保健所１所，ハロー
ワーク１所，小規模通所授産施設１所，小規模
作業所４所がある。精神障害者の一般就労への
移行実績はほとんどなく，精神障害者社会適応
訓練事業の登録事業所７社で，2～３名が訓練
を行っているのみである。
本研究をＱ市で実施した理由は，①専門の就
労支援機関が保健福祉圏域に存在しないこと，
②一般就労への移行実績がほとんどないこと，
③１法人による包括的な支援が可能であること，
④社会資源の少ない地方小都市として典型的で
あると考えたからである。つまり，社会資源が
充実していない地方小都市で，訪問型個別就労
支援が可能であれば，全国の類似した保健福祉
圏域においても実践可能なモデルとなり得ると
考えたからである。

訪問型個別就労支援チームは，地域活動支援
センターの精神保健福祉士３人および看護師２
人，生活訓練施設から精神保健福祉士１人，訪
問看護ステーションから看護師１人の計７人で
編成した。支援は，月曜日から土曜日，昼間の
時間帯で活動することを基本とし（利用者およ
び関係機関・事業主の都合により適宜対応），
１人の利用者に主担当と副担当を決め，10～15
人を担当することにした。また，すべてアウト
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リーチ（館外出張事業）で行うことを原則とし，
「その人の生活の場で支援をすること」を共通
認識としたため，就労相談（インテーク，アセ
スメント，支援計画作成のケア会議など）を自
宅および日中に過ごす場（デイケア，外来診察，
小規模作業所など）で実施した。
支援者のなかには，就労支援の経験者は存在

せず，生活支援を行ったことがある者が３人
（いずれも３年以内）のみであった。そのため，
外部の就労支援専門家（スーパーバイザー）を
チームに加え，個別スーパービジョンおよびグ
ループカンファレンスを月に２回ほど実施した。
個別スーパービジョンは，１人当たり30分行い，
支援技術の指導，支援の振り返り，バーンアウ
トの防止を図った。グループカンファレンスで
は，担当している事例の詳細を報告し，それに
対する助言を全員で行い，チームアプローチに
よる組織化を目指した。また，スーパーバイ
ザーが入らない日は，個々の支援状況の報告と
検討を行うとともに，相互の専門知識・技術を
伝える時間を持つようにした。

SF v

「 -36 2日本語版（振り返り期間が１カ月
間）」は，８つの健康概念である①「身体機能

」，②「日常役割機能
（身体） 」，③「身体の痛み

」，④「全体的健康感
」，⑤「活力

」，⑥「社会生活機能
」，⑦「日常役割機能（精神）

」，⑧「心の健康 」
を基本として36項目の設問で成り立っている。
本研究では，就労支援におけるターニングポイ
ントとして，ステージ１（就労準備，以下 1），
ステージ２（求職活動，以下 2），ステージ３
（フォローアップ，以下 3），ステージ４（保
留・終了，以下 4）を設定し， -36 2を用い
て，２人の支援者による他者評価を行った。
分析は，36項目のそれぞれを０～100点にス

コアリングし，「身体的健康度をあらわすサマ
リースコア」と「精神的健康をあらわすサマ

リースコア」の２つの因子得点にまとめた
（ は①②③④⑤， は④⑤⑥⑦⑧で構
成される）。また， と の値を国民標
準値と比較しながら各ステージの変化を探った。
さらに，各ステージの特性値に対する因子の影
響を知るため反復測定による一元配置分散分析
および多重比較を行った。統計分析には，

17.0 を用いた。
なお， -36 2 日本語版は， 健康医

療評価研究機構が申請受理，配布に関する業務
を独占的に行っているため， ツール（質問
紙，スコアリングアルゴリズム，国民標準値な
ど）の使用登録を済ませて利用した。

Ⅲ

調査対象者の総数は73人であるが，ステージ
を移動するため，データ件数は， 1：42件，
2：36件， 3：26件， 3（３カ月)：26件， 3
（６カ月)：14件， 3（９カ月)：16件， 3
（12カ月)：13件， 3（15カ月)：８件， 3
（18カ月)：７件， 3（21カ月)：４件， 3
（24カ月)：３件， 3（27カ月)：３件， 3
（30カ月)：２件， 3（33カ月)：２件， 4
（保留)：16件， 4（終了)：11件となった
（2008年３月31日現在）。

各ステージの と の変化をみると，
1は， （－3.6）， （－4.0）ともに
を下回り，就労を目指す段階では身体

的・精神的な は低い。しかし， 2の
（－1.8）は を下回っているものの

1より高く， （0.3）は実感としての就労
イメージが付いたのか より高値を示した。
3になると （0.8） （3.5）はともに
を上回り，就労移行を達成したことによ

る の向上がうかがえる。そして， 3（３
カ月）では， （4.3）は を大きく上
回り，身体的健康度が高くなっている。ところ
が， 3（６カ月）を過ぎるころから，
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注 尺度得点が50点以上の場合は， より高い健康状態を示
す。ここでは，0.0を50点とし標準偏差の10分の１で表記する。

PCS MCS

ステージ ｎ

1（就労準備）
2（求職活動）
3（フォローアップ）
3（３カ月）
3（６カ月）
3（９カ月）
3（12カ月）
3（15カ月）
3（18カ月）
3（21カ月）
3（24カ月）
3（27カ月）
3（30カ月）
3（33カ月）
4（保留)
4（終了)

ステージ ｎ （身体
機能）

（日常役
割機能：
身体）

（身体の
痛み）

（全体的
健康感） （活力）

（社会生
活機能）

（日常役
割機能：
精神）

（心の
健康）

ｔ値
有意
確率
(両側)

（国民標準値）
1（就労準備）
2（求職活動）
3（フォローアップ）
3（３カ月）
3（６カ月）
3（９カ月）
3（12カ月）
3（15カ月）
3（18カ月）
3（21カ月）
3（24カ月）
3（27カ月）
3（30カ月）
3（33カ月）
4（保留)
4（終了）
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注 1) 網掛は より低いところを示している。
2) ＊Ｐ＜0.05
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（3.7）， （2.3）の低下が始まり， 3（18
カ 月） に な る と， （－ 1.3），
（－0.1）は を下回っている。 3（21カ
月）以降， は を上回ることはなかっ
た。すなわち，就労継続を図るための と
して，18カ月当たりにターニングポイント（転
換点）があるのではないかと考えられる。一方，

をベースラインとした， 4（保留）と
なった時点での （1.5）は を上回っ
ているが， （－3.5）は下回っていた。ま

た， 4 （終 了） で は， （－ 4.3），
（－2.8）ともに を大きく下回り，身体
的にも精神的にも が低くなっていた。

各ステージの相関関係を知るため，８つの下
位尺度の平均値に対してウィルコクスンの順位
和検定を行った。その結果， 3（３カ月）， 3
（６カ月）に有意差があることがわかった。そ
こで，各ステージの変数が与える効果を調べる
ため，反復測定による一元配置分散分析を行っ
たところ，ステージ間に差があることがわかっ
た（Ｆ値6.425，ｐ＜0.000）。そこで，被験者
内因子のための多重比較として，ボンフェロー
ニーの方法を用いて分析したところ，有意差が
確認できた群間は，① 1と 3，② 1と 3（３
カ月），③ 1と 3（６カ月），④ 2と 3，⑤ 2
と 3（６カ月）であった。

Ⅳ

訪問型個別就労支援は， の考え方を導入
しながら，チームアプローチにより，ケースの
情報の共有度を格段に高め，医療保健分野から
の包括的な支援を受けるところにその特徴があ
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る。その効果として，①事業所をアセスメント
および就労準備の場に活用すること，②実践場
面での多様な情報を獲得すること，③利用者の
現実検討を促進すること，④事業所ニーズへの
有用性を把握すること，⑤他機関との連携を日
常化すること，⑥事業所の担当支援者があまり
変化しないこと，⑦利用者の生活の場を訪問す
ること，⑧家族との関係を深めて連携すること
が求められることがわかった。しかし，本研究
の限界として，地方小都市の実践現場では，

に基づく介入評価研究による実験的な
データを収集することは倫理的な視点からみて
容易ではない。また， のような多面的な
概念を測定するとき， 尺度が利用者に
とって重要な要素を含んでいる保証はどこにも
ない。本研究では，準実験研究による プ
ログラムの考え方を取り入れた就労支援と

の関係を模索する段階で終わっている。
の評価方法について，大島2)は，「本人に

よる評価が特に重要とされるが精神障害者の自
己記入方式調査の信頼性は十分とは言えないこ
とから近年面接場面の自己報告に基づく評点法
が用いられることが多くなっている」という。
しかし，毎日の生活のなかで変化する を
自ら一時的な観測で測定することは，仮説検証
型研究としてエビデンス（根拠）を得ることに
ならないと判断し，今回は支援者２人による客
観的評価を行った。とはいえ，本研究で得た
データも 1から支援を始める事例ばかりでは
なく，ステージを何度も前後する事例など，エ
ビデンスを得たデータとはいえない。つまり，
本研究は，就労支援を受けた利用者の の
変化を実証するまでには至っていないが，２人
の支援者により１カ月間の振り返りを客観的な
視点で定量的に測定することや を基準と
した利用者との相違を図るという試みにより，

就労支援と の関係の一端をみることがで
きたことに研究の意義を見いだしたい。

Ｖ

本研究は，通院以外あまり外出することもな
く，在宅状態が続いている利用者に対して，生
活支援やリハビリテーションを中心とした自己
理解の促進，服薬の再認識，規則正しい生活習
慣など，一般就労を目指しながら質の高い生活
（ ）へとつなげるためのターニングポイ
ントを発見するきっかけになった。
今後は， プログラムの考え方を参考にし

ながらも，本研究で得た知見を踏まえ，わが国
に応じた訪問型個別就労支援プログラムの試案
の作成に向けて， の測定方法や就労支援
との関係性，測定した結果をどのように支援に
結びつけるかなど，地方小都市で実践できる就
労支援の方法を体系的に展開するための方法を
探求していきたい。

本研究は，平成19年度文部科学研究費補助金
（萌芽研究）（19653058）を受けた研究成果の
一部である。
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